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基調講演：「チャレンジドが誇りを持って働ける社会のために」

講師：竹中　ナミ（社会福祉法人プロップステーション理事長）

天候不良の為出席できず。

　チャレンジドとは？

　　神から挑戦という使命を与えられた人を意味し、障害をマイナスととらえるのではなく、障害を持つゆえに体験する様々なことを自分自身のために、そして社会のために活かしていこうという想いを込めた障害者のみなさんを意味する言葉。

　　１０年前、プロップ・ステーションの設立にあたって、重度の障害がある人から「コンピューターを使って、在宅で仕事をしたい」という声がたくさん挙がってきた。パソコン通信が一部の人たちの間で始まったばかりという時代だった。同時に障害をもつ人がコンピューターに寄せる熱い期待が伝わってきて、「これからコンピューターがチャレンジドにとって五感や脳の一部になっていくんやろな」と予感した。今、まさにそれに近い状況である。ドッグイヤーと言われるほどのスピードでコンピューターが発達し、どんどん日常の道具になってきた。そして、４つの課題が明らかになる。
①自分たちのような重度のチャレンジドがコンピューターを学ぶ場所がない
②仮に友達から教わったとしても、その技術がプロとして通用するのかどうかという”評価のシステム”がない

③”君、なかなかやるじゃない”と誰かが言ってくれたとしても、それが仕事には結びつかない

④万が一、仕事があったとしても通勤は非常に困難。在宅で働きたい
の四重の壁がある。
　この「勉強」「評価」「仕事」「在宅」という４つの言葉をキーワードに、チャレンジドと一緒に試行錯誤を重ねてきた。そしてこの１０年で全てクリアできた。それはあくまでもプロップ・ステーションの実験プラントとしてであって、社会全体に広まっていくのは、まさにこれから。
　今、盛んに『ＩＴ革命』という言葉が使われているが、ＩＴは何のために使われるべきなのかということを国全体で十分に議論されなければならないし、それを進めていくための法律という”背骨”も入れなければいけない。ここ数年で『仕事』を取り巻く状況はものすごく変化してきた。年功序列や終身雇用制が見直されて、実績で給料や昇進が決まる実力主義が浸透してきた。一方で、失業率も上がっている。社会全体で仕事や雇用がとても厳しいという事は、チャレンジドにとってはさらに厳しいと言える。
　しかし、実力主義になったがゆえに、コンピューターという道具を使えば障害のない人と同じ土俵に上がれるというメリットが出てきたと思う。今、この時期を「よし、チャンスや」と考えるか、「余計にしんどくなってきたぞ」と思うか。本人の意識次第でチャンスにも後退にもなると思う。物事をどうとらえるかによって、状況は自分で変えることができる。
　例えばリストラ。日本ではリストラといえば「仕事も生活も失う」というようなイメージがあるが、アメリカでは転職を意味する。転職やキャリアアップが当り前という国では、会社がつぶれてもサッと気持ちを切り替えて、次の会社へとアタックしていく。そのための準備として、常日頃から仕事はもちろん人間性を磨く努力も怠らない。　　
　日本のビジネス界がアメリカに近づきつつある今、新しい勉強や、今どんな仕事が発生しているのかという世の中の流れを学び続けていくことによって、チャレンジドもアタックできるわけではない。そういう意識を持って、今の時期をジャンピングボードにしてほしいと願っている。特にオンラインでの仕事は、結果がすべて。そういう意味では文字通り同じ土俵での勝負だろう。ただ、障害があるがゆえに、グレードはまったく同じでもスピードや量では負けてしまう。そういう時にプロップ・ステーションのようなコーディネート機関が、ふたりでひとり分の仕事を請け負うというような仕組みをつくればいい。発注する側にとっては、納期と値段とグレードが合えば、何人でやろうが構わない。障害の有無に限らず、在宅やフリーで働く人が多いＩＴ関連の分野では、今後このようなシステムが定着していくのではないだろうか。
「チャレンジドを納税者にできる日本」というキャッチフレーズを掲げたこともあって、活動を始めた１０年前はずいぶん「うさん臭い」などと言われた。けれど、稼ぐ意欲も潜在能力もある人が、障害や高齢を理由に「働けない人」になってしまっているのが残念で仕方ない。「働く」というのはお金だけの問題ではない。生きがいや誇りという、人間にとって大事なものも含まれている。それを経済や社会のシステムのなかにきちんと位置づけたかった。またそういうシステムをつくらなければ、これからの高齢化社会は乗り切れない。
納税というと、いわゆる所得税を思い浮かべる。しかしプロップがいう納税とは、それだけではない。例えば単発の仕事をして、いくばくかのお金が入ったとする。そうしたら何か買う、つまり『消費者』となる。当然、消費税も払うし、そこで『経済の活性化に貢献できる人』になる。
　納税者というのは、一定の額を稼いで所得税を納めている人だけを差しているのではない。わずかでも稼いだ時には、必ず新たな消費行動が起きる。そうしてひとりでも『よき消費者』を増やすというのも、ひとつの納税のあり方である。
　実際、プロップのメンバーは、お金が入るとグレードの高いパソコンを買ったり、ソフトをバージョンアップしたりしている。次によりいい仕事をするためには、 自分を磨かなければならない。そのためには必要な道具を買う。これも立派な消費行動だと思う。そういう人たちが続々と増えてきているから、そういう意味ではキャッチフレーズが実現できつつあると言えるだろう。
プロップステーションの活動に共感してくれる人の輪も拡がり、全国各地から講演の依頼や、見学がよく来る。「プロップ◯◯をつくりたい」「傘下に入れてください」「支店出させてください」とか詰め寄られたりする。でもプロップ・ステーションは「おもろく」（面白く）というのを重視する。そのカラーをそのまま他の地域へもっていっても通用しない。その土地独特のカラーやスピードがある。だから「ノウハウはいくらでも盗んでください。でもグループそのものは、ご自分の地域にあったカラーのものをつくった方がいいですよ」と話す。
　そうしたらいつの間にか『北海道チャレンジド』『千葉チャレンジド』と、あちこちで新しいグループが生まれて、地域で定着されている。いずれプロップ・ステーションともネットワークでつながって、さらに仕事や自己表現の場が拡がる。

ホームページに『在宅チャレンジドワーカー募集』というコーナーを設けた。すると２週間で予定の７０人を越える応募があった。全国各地から「在宅で仕事がしたかったんです」というメールがきた。
　これは法的にはグレーゾーンのやり方。でも法律なんて最後についてくると思ってるから、「とりあえずやっちゃえ」と。これだけの反響があり、在宅で仕事をしたという層が拡がってくれば、「インターネットって、そんな使い方もあったんだね」ということで国のＩＴ政策も動くと期待している。
プロップの活動が知られるにつれて、仕事の依頼や問い合わせも増えてきた。私たちがチャレンジドに代わって 価格や内容などを精査させていただいてから、担当を決めて受注する。最近、オンラインで「仕事あります」といううたい文句に飛びついて騙されたというケースが多い。そういう結果にならないよう、コーディネーションする機関が必要。それを国や行政に任せようというのではなく、ＮＰＯと企業が力を合わせてこういう組織を育てていくというのが、これからの流れではないだろうか。「なんでもかんでもお上頼み」という感覚は、もう古い。
一時期、『企業メセナ』や『企業の社会貢献』という言葉が盛んに使われた。社員が海岸でゴミ拾いのボランティアをする様子が報じられた。でも「仕事を出す」ということそのものが、一番大きな社会貢献になると思う。行政も企業も、本業じゃないところで支援するんじゃなくて、アウトソース（外注）する仕事が１０あれば、そのうち１つはこういう組織を通じてチャレンジドに出すとか、高齢者に回すということをやってほしい。これは企業にとって一番やりやすいことになる。
　ここで法律の後押しが欲しい。法律に、プロップのような組織を通じて年間何百万の仕事を出せば雇用率に換算されるというような一行を加えることによって、あっという間に仕事は世の中に出てくるし、そこに参加できるチャレンジドはたくさんいるはず。ＩＴ革命には、数字や形にとらわれない柔軟な考え方が求められる。

　考察：天候不良で本人から直接の講話がなかったのが残念だが、テレビ（ＮＨＫ、民放）で特集を組んで放送される程、大きく取りあげられている。障害者雇用がこれだけ注目されている事を実感した。しかし、取り上げられているのは、身体障害、知的障害の就労支援が殆どで、精神障害については触れる事がなかったのが残念だ。

シンポジウム：「チャレンジド（障害者）共に働くために」　～あなたにできること、して欲しいこと～

コーディネーター：安藤　房治（弘前大学教育学部教授）　　　　　　　　　　

パネリスト：高橋　正安（津軽障害者就業・生活支援センター所長）　　

大津　久志（（株）ムツミテクニカ取締役）　　　　　　　

斎藤　友美枝（青森障害者職業ｾﾝﾀｰ主任障害者職業ｶｳﾝｾﾗｰ）

黒澤　朗（青森県行政・能力開発課長）　　　　　　　　　

青森県内の障害者の実雇用率は平成１５年６月現在で１．５０％と前年比０．０３％低下し、法定雇用率１．８０％を下回った状態が続いている。障害者が経済的に自立し、社会参加するためには、雇用・就業機会を確保し、安定した生活基盤を確立しなければならない。

シンポジウムのテーマを３つ、

1 障害者の就業と生活の支援

2 受け皿である企業の理解と役割、それに対する支援

3 就業促進に関する社会の環境作り

という点で、それぞれに話をしてもらう。

1 高橋氏
今までの支援（特に知的障害者）のノウハウがある。生活が安定しないと就労が長続きしない。職場には職場のやり方があるので、素人（援助者）が口をだすのではない。仕事以外の時間でフォローを行う。睡眠、身の回りの事など、「普通の生活」ができるようにする。

大津氏

企業は利益の追求をするところ。障害者を雇用するのは「物質的ではない利益」をもとめる。

ムツミテクニカでも在職中に事故にあい、下半身不随になった方がいたが、障害をもったその後も、離職する事はなく、配置転換を行い現在も就業中である。障害者をもった人を企業が支援していくには、健常者の教育、周囲の教育が必要である。

2 斎藤氏
職業センターの業務の一つに「障害者の雇用管理サポート」がある。それは、建築家、社会労務士など、その道のプロと連携をとって、本人に合わせた環境を作る。

企業の方からの要望で、障害者を雇っている企業の話が聞きたい、という希望があり、そのセッティングをする。

ＪＣ支援は、障害者の支援ばかりではなく、会社の支援も行う。ＪＣが企業に入る事で、上司・同僚のストレスの緩和を行う。限られた期間で本人と会社の支援を行う。企業からの支援要請は少ない。

障害者職業センターだけで対応できない時は、研究部門もあるのでそちらも利用しながら行っています。

大津氏
金銭だけが全てではない。障害者が障害者を呼び込む、というのがあり、ムツミテクニカで障害者を雇っている、というのが口コミで広がる。ムツミテクニカでは障害者の人に抵抗をもってないから「（うちの会社を）受けてみて」と面接を受けた人がいる。社員ひとりひとりの意識を改革していったからである。現在は、知的障害者の人に対して、会社で毎日試行錯誤して支援をしている。

現在は、就業している知的障害のある方で、遅刻をよくする方だが、スタッフのアイデアでその障害をもった方が折り紙が好きで、始業前に折り紙をやってみてはどうか、と提案する。折り紙が好きなので、早く出勤をしてくる、というように社員みんなで工夫をしながら職場で支援をしている。

個人的意見だと、JCの制度を改革してほしい。雇用継続で、白黒までを見極められる制度にしてほしい。そのために諮問機関を作ってみてはどうか。本人の将来の為に就労できない人には、きちんと伝えてほしい。企業は働ける人ではなく、頑張る障害者をもとめている。

斎藤氏
ＪＣの補足で、雇用前支援、雇用後支援もある。

③黒澤氏
施設で暮らすのは幸せなんだろうか、という考えや、施設に戻りたくない、という考えがある。一度社会に出て就労の経験のある人は、会社で働く喜びを得て、自立していく。社会に出て行くことで、ビジネスのルールを覚える。障害者だから「可哀想」「守る」のではなく、伝えるのは伝える。本人のためにも心を鬼にして伝える。

企業の健常者と障害者の関係が難しい。ある事例で障害をもった方が、エレベーターの操作を行うことが仕事として行っていたが、ある日屋上で、エレベーターを止めて寝ていた、という騒動があった。その時は、怠けていたのではなく、発作が起きそうになり、薬を飲んだ。眠気がでてくる薬で、たまたま屋上で寝てしまった、という事で、その人の障害を会社がオープンにする問題。個人情報をどこまで伝えるか、というのが今後の課題である。あとは、ムツミテクニカでもあった健常者の教育をどう行っていくかも課題である。

考察：「障害者の就業と生活の支援」「受け皿である企業の理解と役割、それに対する支援」「就業促進に関する社会の環境作り」という３つのテーマで話が進められ、各方面から意見が出された。この３つのテーマは、そのままチャレンジド就業サポートセンターの業務である。３つの支援が上手くできなければ、障害者の雇用は継続していかない事を痛感した。

全体考察：障害者と企業を円滑に結びつけるために、我々支援者がある。本来であれば、障害者だから、健常者だから、というものがなくなれば支援者の役割が減るのだろうが、まだまだ障害者（チャレンジド）という言葉はなくならないだろう。我々の仕事として、竹中氏のように障害のある人もない人も、老若男女が住みやすい社会を作る為の働きかけをしていきたいと思う。

　　










